
議案第２２号 

 

新座市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正

する条例 

 

新座市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年新座市条

例第１号）の一部を次のように改正する。 

次の表中下線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正

後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

⑵ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

改 正 後 改 正 前 

  

（給与の種類） 

第２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地

域手当、住居手当、通勤手当、在宅勤務等手

当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、休日勤

務手当、夜間勤務手当、宿日直手当、管理職

員特別勤務手当、期末手当及び勤勉手当とす

る。 

 

（住居手当） 

第５条の３ 住居手当は、自ら居住するため住

宅（貸間を含む。）を借り受け、家賃（使用

料を含む。）を支払つている職員（管理者が

定める職員を除く。）に支給する。 

 

（通勤手当） 

第６条 ［略］ 

 

（在宅勤務等手当） 

第６条の２ 在宅勤務等手当は、住居その他こ

れに準じるものとして管理者が定める場所に

おいて、正規の勤務時間（休暇により勤務し 

ない時間その他管理者が定める時間を除く。） 

の全部を勤務することを、管理者が定める期

間以上の期間について１か月当たり平均１０ 

日を超えて命じられた職員に対して支給する。 

 

（会計年度任用職員についての適用除外） 

第１６条 第４条、第５条、第５条の３、第６

条の２、第７条及び第１０条から第１１条の

（給与の種類） 

第２条 ［略］ 

２ ［略］ 

３ 手当の種類は、管理職手当、扶養手当、地 

域手当、住居手当、通勤手当、特殊勤務手当、 

時間外勤務手当、休日勤務手当、夜間勤務手

当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、期

末手当及び勤勉手当とする。 

 

 

（住居手当） 

第５条の３ 住居手当は、市から宿舎を貸与さ

れている職員以外の職員に支給する。 

 

 

 

（通勤手当） 

第６条 ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（会計年度任用職員についての適用除外） 

第１６条 第４条、第５条、第５条の３、第７ 

条、第１０条から第１１条の２まで及び第 



２までの規定は、地方公務員法第２２条の２

第１項第１号に掲げる職員には適用しない。 

２ 第４条、第５条、第５条の３、第６条の２

及び第１１条の２の規定は、地方公務員法第

２２条の２第１項第２号に掲げる職員には適

用しない。 

１３条の規定は、地方公務員法第２２条の２

第１項第１号に掲げる職員には適用しない。 

２ 第４条、第５条、第５条の３、第１１条の 

２及び第１３条の規定は、地方公務員法第 

２２条の２第１項第２号に掲げる職員には適

用しない。 

  

   附 則 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

２ この条例の施行の日の前日において改正前の新座市水道企業職員の給与の種

類及び基準に関する条例第５条の３の規定により住居手当を支給されていた職

員であって、この条例の施行の日以後においても引き続き当該住居手当に係る

住宅に居住しているもの（その所有に係る住宅（管理者が定めるこれに準じる

住宅を含む。）に居住している職員で世帯主であるものに限る。）の住居手当

については、この条例の施行の日から令和７年３月３１日までの間、改正後の

新座市水道企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第５条の３の規定にか

かわらず、なお従前の例による。 

 

 

  令和６年２月２８日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

職員に在宅勤務等手当を支給し、及び住居手当の支給対象者を改めるとともに、

会計年度任用職員に勤勉手当を支給したいので、この案を提出するものである。 

 


